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【韓国】 原子力安全委員会の独立 
海外立法情報課・藤原 夏人  

 
＊福島原発事故後、韓国政府と与党ハンナラ党は、原子力推進部門から原子力安全規制部門

を独立させる方向で調整を行っていた。2011 年 6 月 29 日、原子力安全規制の独立に関する複

数の関連法案が国会本会議で可決され、7 月 25 日に公布された。これにより、原子力安全規

制を担う独立した組織として、新「原子力安全委員会」が設置されることが決まった。 

 
 
1. 背景と経緯 

 福島原発事故発生後の早い段階から、韓国政府と与党ハンナラ党は、これまで以上

に原子力安全規制を強化する必要性を認め、原子力安全委員会が、原子力推進を担う

教育科学技術部（以下「教科部」という。）に所属している現制度を見直す方針を明ら

かにした。両者は教科部から独立した新しい原子力安全委員会（以下「新安全委員会」

という。）を設置することで調整を行い、当初は 2011 年 4 月中に関連法案の国会通過、

同年 7 月中の発足を目指していた。予定より若干遅れたものの、同年 6 月の臨時国会

で関連法案が国会を通過したため、同年 10 月中に新安全委員会が発足する予定である。

以下、新安全委員会の発足に関連して制定又は改正された法律 6 本を紹介する。  
 
2. 制定法及び改正法の概要 

原子力法全部改正法律 

 現在、原子力の利用及び安全は、共に「原子力法」により定められている。この度

の改正により、同法は原子力の利用についてのみ定める「原子力振興法」として全面

改正され、原子力安全規制は、「原子力安全法」で定めることとなった。 

原子力安全委員会の設置及び運営に関する法律 

 今後の原子力安全規制を担う新安全委員会について定めたのが同法である。新たに

設置される新安全委員会は大統領の所轄の下に置かれ、他省庁と同じく中央行政機関

として扱われる。事務局が置かれるほか、必要に応じて専門委員会も設置される。  
原子力安全法 

 旧「原子力法」から分離された原子力安全規制に関する事項を新たに定めるのが同

法である。新安全委員会が 5 年ごとに「原子力安全総合計画」を策定すること、新安

全委員会の監督下に原子力安全の専門機関を置くことができること、原子力安全規制

全般を新安全委員会が統括すること等が規定されている。原子炉及び関連施設の建設

及び運営、核原料及び核燃料物質の精錬、加工及び利用、放射性同位元素及び放射線

発生装置の生産、販売及び利用、放射性廃棄物の貯蔵、処理並びに処分施設及びその

付属施設の建設及び運営を行おうとする者は、新安全委員会の許認可を受け、又は新

安全委員会規則で定めるところに従い申告をしなければならない。虚偽又は不正によ
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り受けた許認可は、新安全委員会が取り消すこともできる。また、原子力安全規制が

「原子力法」から同法に移行したことに伴い、原子力関連施設及び核物質等に関する

安全措置、輸出入統制等に関する業務を推進するために設立された「韓国原子力統制

技術院」の設置根拠も、「原子力法」から同法に移行した。  
韓国原子力安全技術院法一部改正法律 

 同法に設置根拠を持つ韓国原子力安全技術院は、放射線災害から国民を保護し、公

共の安全と環境保全に寄与することを目的に設立された原子力安全規制の専門機関で

ある。新安全委員会の設置に伴い、同院の監督機関が教科部から新安全委員会に変更

された。 

原子力施設等の防護及び放射能防災対策法一部改正法律 

 同法は、放射線災害の予防及び発生時の効率的な処理等を目的としている。新安全

委員会の設置に伴い、中央放射能防災対策本部長が教科部長官から新安全委員会委員

長へ変更される等の改正が行われた。また放射能事故及び汚染が発生し、又はそのお

それがあるときは、国民の生命及び健康又は環境を保護するため、新安全委員会が緊

急措置を行うことができる条項が新設された。 
生活周辺放射線安全管理法 

 同法は、生活環境の中で受ける放射線に対する安全管理を目的としており、新安全

委員会が「生活周辺放射線防護計画」を 5 年ごとに策定すること等が規定されている。  
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